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残された水俣病被害者の一日も早い救済を！
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水俣病被害者救済新法案の成立とノーモア・ミナマタ第２次訴訟の和解によって

残された水俣病被害者の一日も早い救済を！
水俣病不知火患者会 元島市朗

＜被害者救済を求める闘いの現局面＞

2009年に成立した「水俣病被害者救済特別

措置法(特措法)」によって、不知火海沿岸、

新潟阿賀野川流域で約32,000人(療養費のみ含

まず)の水俣病被害者が救済されました。しか

し、地域や年代の線引きや2年3か月で申請が

締め切られるなど救済制度の不備によって、

多くの被害者が救済されずに取り残されてし

まいました。

救済を求める被害者たちが、2013年6月(第1

陣48名)に熊本地方裁判所に提訴しました。

ノーモア・ミナマタ第2次訴訟の始まりです。

闘いは、近畿、東京、新潟と全国に広がり、

原告数は1,700名を超えるものになっています。

2023年9月から続く、大阪地裁、熊本地裁、

新潟地裁は、対象原告の過半数を超す179名を

水俣病と認めました。この三地裁の判決は、

現行の水俣病被害者救済制度では救済されな

い被害者の存在を明らかにし、被害者救済の

必要性を司法が認めるものになりました。

しかし、国をはじめとする加害者たちは、和

解して解決しようとするどころか裁判に固執

する姿勢を改めようとはしていません。

6月19日衆議院に「新法案提出」

ノーモア・ミナマタ第2次国賠訴訟も提訴か

ら12年が経過し、約1,700名原告のうち320名

ほどがすでに亡くなり、平均年齢も74歳を超

えています。これ以上の訴訟継続によって救

済を遅らせることは、被害者たちに二重三重

の苦しみを強いるものであり、人道上決して

許せるものではありません。

＜水俣病被害者救済新法案が衆議院に提出＞

被害者たちは、このような局面を打開し、

一日も早い被害者救済を勝ち取るために全政

党や国会への要請行動を継続的に進めてきま

した。

「水俣病被害者とともに歩む国会議員連絡

会(超党派議連)」は65名となり、残されたす

べての水俣病被害者を救済しようとの気運が

高まっています。

この間、特措法の申請が締め切られ、「公

害健康被害補償法(公健法)」では救済されな

い被害者たちをどのように救済していくのか

超党派議連での検討が進められてきました。

そして、6月19日衆議院6会派合同(立憲民主

党、国民民主党、日本共産党、れいわ新選組、

参政党、有志の会)による「水俣病被害者救済

新法案」が衆議院に提出されました。
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現在、継続審議となっており、秋の臨時国会

から審議が始まる予定となっています。

この法案は、特措法の弱点を克服し、残さ

れたすべての被害者を救済しうる法案となっ

ており、法案成立とともに、ノーモア・ミナ

マタ第２次訴訟の和解解決によって、水俣病

被害者救済とともに水俣病問題解決の扉を切

り開く必要があります。

＜一刻も早く救済をせよという国民世論をさ

らに大きく＞

水俣病被害者へむけた局面を作り出してき

た背景には、残された水俣病被害者を一刻も

早く救済せよという国民世論の力があります。

この間、地裁判決を前に取り組んだ「公正

判決を求める国民署名」は、全国から約45万

人から寄せられました。今年から始めた「一

刻も早く水俣病の救済を求める国民署名」は、

この半年の間に、26万筆が寄せられています。

また、一刻も早い被害者の救済と解決を求

める声は、新潟県、熊本県、鹿児島県でも広

がっています。昨年6月熊本県議会では、「水

俣病被害者救済と水俣病問題解決を国に求め

る要望書」が全会一致で採択、国への意見書

が提出されています。また、同様の陳情が熊

本県では、4自治体議会(氷川町議会、山都町

議会、相良村議会、錦町議会)、鹿児島県では、

１自治体議会(長島町議会)で陳情を採択し、

国への意見書が提出されています。

現在、9月議会へむけた自治体キャラバンが

実施されていますが、被害者の多い天草市や

上天草市でも請願が採択される見通しとなり、

自治体から、解決を求める声がさらに広がろ

うとしています。

新潟でも昨年6月県議会で、同年9月には被

害者を抱える4市町(新潟市、阿賀野市、五泉

市、阿賀町)の議会で、「新潟水俣病全被害

者の救済と問題解決に向けた取組を求める」

請願が全会一致で採択され、衆参両院議長と

政府宛に同内容の意見書が提出されました。

しかし、環境省は被害者救済に向けた動きを

まったく見せません。このため、新潟では9

月議会において再度、県議会を含め5つの議

会に同内容の請願書を提出しています。その

上で県内残り26自治体に対して12月議会で意

見書提出の請願・陳情を行う予定となってい

ます。

＜水俣病公式確認から70年を被害者救済と解

決の扉を開く年に＞

来年2026年は、水俣病が公式確認されてか

ら70年という節目の年を迎えようとしていま

す。しかし、70年を経過しようとする今でも、

水俣病の被害の補償を求める裁判が続き、公

健法への申請も後をたたないという事態が続

いています。

水俣病の70年は、国が一貫して水俣病の被

害を覆い隠し、被害者を切り捨てようとする

中で、被害者自らが立ち上がり、支援者とと

もに闘いを続け、被害の全貌解明と被害者救

済を続けてきた歴史です。

自治体キャラバン出発式
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第42回ミナマタ現地調査

8月23日(土)、24日(日)ミナマタ現地調査が行われ、東京からは昨年を上回る10

人が参加しました。

日程は、8月23日(土)13：00～16：30 の水俣市内バスツアー（60名参加）では、

患者会をスタート→水俣協立病院→チッソ本社→百間排水口→水俣病資料館→慰

霊碑→仕切り網→サイクレーター(※注1)→八幡プール→避病院跡(※注2)・産廃

処分場→大崎鼻公園を視察し、ふれあい広場で解散しました。

夜は17：00～バーベキュー交流会。

24日(日)10：00～12：00 は水俣市もやい館で第41回ミナマタ現地調査総決起集

会 - 公式確認70年を解決の年へ-「水俣病の早期解決を求める決起集会」へ230名

が参加しました。

参加にあたって81人の支援者 ・サポーターのみなさんから245,000円のカンパ

が寄せられました。（8月1日現在）

どうもありがとうございました。

ミナマタ現地調査の詳細は次号に掲載します。

※注1  工場排水浄化装置 実際には浄化はされなかった。

※注2 感染症隔離病院 初期には水俣病は感染症と誤解されて患者は隔離されて

いた。

第42回ミナマタ現地調査集会

「水俣病被害者救済新法案」が国会で審議

されようとしている今、国民世論をさらに広

げ、ノーモア・ミナマタ第２次訴訟では国な

ど加害者を和解のテーブルにつけ、文字通り

残されたすべての水俣病被害者救済と水俣病

問題の解決の扉を開く、公式確認70年にした

いと思います。さらなるご支援を心からお願

いします。

これまでに何らかの補償を受けた被害者は、

熊本県、鹿児島県、新潟県で73,000人を超え

ています。また、被害地域や年代も国の線引

きを超えて大きく広がってきています。この

ように被害実態を覆い隠そうとする国の政策

に対して、被害者を先頭に、支援する多くの

国民とともに、「いのちと健康、環境を守

れ」の運動が今も続けられています。



JNEP 公害・地球環境問題懇談会

　

 

#344/Jly,Aug,sep.2025 5

首都圏建設アスベスト・東京1陣訴訟と東京2

陣訴訟において、本年8月7日、建材メーカー

との集団的勝利和解が成立したので報告しま

す。

１ 建設アスベスト訴訟とは

建設アスベスト訴訟は、建築作業に従事す

るなかでアスベスト(石綿)を使用した建材を

切断、研削、破砕等の作業をする過程で発生、

飛散した大量のアスベスト粉じんに曝露した

ことで、石綿肺(じん肺)、中皮腫、肺がん等

の重篤な呼吸器疾患を発症した方又はその遺

族が、国と建材メーカーを相手に起こした裁

判です。

2008(平成20)年5月に東京１陣訴訟と神奈川

１陣訴訟が提起されたことを皮切りに、その

動きは全国へ広がり、北は北海道から南は九

州まで、全国で1500人を超える方が原告と

なっています。

２ 主な経過

国との間では、東京1陣訴訟の提訴から約13

年後である2021(令和3)年5月17日、最高裁の

判決により国に責任があることが確定しまし

た。この判決の翌日には菅総理代理人(当時)

が原告団と面談して謝罪し、翌6月9日に建設

アスベスト給付金法が成立しました。これに

より、原告団が求める「裁判によらない被害

の早期回復(賠償)を」という目的の“半分”

が達成したことになります。なぜ“半分”な

のかというと、国の給付金法では本来の損害

額の2分の1しか支給されないからです。これ

は、建設アスベスト被害者に対する国の責任

は、全損害のうちの2分の1であり、残りは建

材メーカーが負うべきであると考えられたこ

とによります。

しかし、建材メーカーは、上記最高裁判決

で基本的には責任が認められたにもかかわら

ず、争う姿勢を崩しませんでした。建材メー

カーは多数にのぼりますが、最高裁判決では、

責任を負う建材メーカーの範囲や賠償額(割

合)について明確な基準が示されなかったた

め、建材メーカーはまだ争う余地があると考

えたのです。実際、最高裁判決後にいくつか

の裁判所で建材メーカーの責任を認める判決

が出ましたが、どの建材メーカーが責任を負

うのか、賠償額(割合)はどの程度か、につい

ての判断は各々でした。

こうした状況のなか、東京1陣訴訟(東京高

裁第24民事部〔差戻審〕)と東京2陣訴訟(東

京高裁第17民事部〔控訴審〕)では、それぞ

れ主に建材メーカーの責任について

約2年半の審理がなされ、東京1陣訴訟は

2023(令和5)年10月10日、東京2陣訴訟は

2024(令和6)年3月1日に結審を迎えました。

結審当日、裁判長は、裁判の長期化等によ

り東京1陣では被災者の9割以上、東京2陣も

被災者の8割が既に亡くなっているという実

情等を踏まえ、原告と建材メーカーの双方に

和解による解決を勧めると宣言しました。

そして、約1年後の2024(令和6)年12月26日

に東京１陣訴訟について、2025(令和7)年1月

31日に東京2陣訴訟について、それぞれ裁判

所から具体的な和解案が提示されました。

首都圏建設アスベスト東京１陣、２陣訴訟

－建材メーカーとの勝利和解成立－

首都圏建設アスベスト訴訟弁護団事務局次長 弁護士 松田耕平
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また、裁判上でも課題が残されています。

最高裁は、すべての建設作業従事者を救済対

象とするのではなく、屋外で建設作業をして

いた方や改修・解体作業に従事していた方に

ついては、建材メーカーの責任を認めないと

いう誤った判決を下しています。これにより、

同じ“建設作業従事者”であるにもかかわら

ず、“賠償を受けられる被災者”と“賠償を

受けられない被災者”という不公平な分断が

生じてしまっています。建設アスベスト被害

について、隙間のない、完全なる回復(救済)

を実現するためには、最高裁判決の不当な判

断を是正する必要があるため、裁判上での取

り組みも強化します。

今回の勝利的和解は、これまでの全国の建

設アスベスト訴訟にとって大きな影響をもた

らすものではありますが、残された課題もま

だまだあります。

これらの諸課題の実現のため、原告団・弁

護団・支援は一致団結して取り組んでいく所

存ですが、世論の声も非常に重要ですので、

本稿をご覧の皆さまもぜひご支援とご協力を

よろしくお願い申し上げます。

３ 建材メーカーとの集団和解の成立

和解案をもとに、半年かけて東京高裁にお

いて和解協議が進められ、本年8月7日に両訴

訟について、次の内容の和解が成立しました。

東京1陣訴訟では、原告285名のうち253名の

原告に対し、和解案で責任があるとされた建

材メーカー7社が謝罪するとともに総計約40億

円の和解金を支払い、また、残念ながら責任

を負わないとされた建材メーカー5社もそれぞ

れ被災者に弔意とお見舞いを表明することと

なりました。

東京2陣訴訟でも、原告112名のうちの98名

の原告に対し、和解案で責任があるとされた

建材メーカー5社が謝罪するとともに総額約11

億円の和解金を支払い、また、責任を負わな

いとされた建材メーカー12社もそれぞれ被災

者に弔意とお見舞いを表明する内容での和解

となりました。

なお、和解条項の前文では、裁判所が、

「現在係属中の同種訴訟を含めた関連する事

案において、双方が今後とも引き続き、早期

解決に向けた真摯な努力を継続することを強

く期待する」と述べています。

４ 和解成立の意義

今回の和解成立の意義としては、次の点が

挙げられます。

①責任があるとされた建材メーカー(７社)が、

被害者とされる原告に対し、「石綿含有建材

の製造販売に際し適切な警告表示を怠ったこ

とにより石綿関連疾患による甚大な被害を生

じさせたことについて深くお詫びする」と表

明したこと(建材メーカーの謝罪)

②責任が認められなかった建材メーカー(１

社を除く)も含むすべての被告となった建材

メーカーが、アスベスト関連疾患を原因とし

て亡くなった被災者への弔意と療養中の被災

者に対しての心よりのお見舞いする意を表明

したこと(弔意とお見舞いの意思の表明)

③被告となった建材メーカー(1社を除く)が、

東京1陣・2陣訴訟合わせて351名という多数

の原告との間で、判決の確定を待つことなく、

一括して和解に応じたこと

2025年公害総行動総決起集会にて



JNEP 公害・地球環境問題懇談会

#344/Jly,Aug,sep.2025 7

建設アスベスト訴訟は、「あやまれ、つぐ

なえ、なくせ」をスローガンに、提訴以来長

年にわたり闘ってきました。今年で東京1陣訴

訟は提訴から17年、東京2陣訴訟も提訴から11

年が経過しています。遅すぎたとはいえ、原

告が長年にわたり求めてきた、あやまれ(謝

罪)とつぐなえ(賠償)が、国だけではなく建材

メーカーとの間でも実現したことは重要です。

また、多数の建材メーカーが、判決の確定

を待たずに東京高裁の示した判断基準に沿っ

た和解を受け入れたことは、現在も全国で展

開されている同種訴訟でも、建材メーカーが

最高裁までとことん争うことなく和解で解決

する土壌が築かれたと言え、今後の早期解決

が期待できます。

５ 今後の課題

今回の東京1陣・2陣訴訟の東京高裁におけ

る和解成立の翌日(8月8日)には、大阪2陣・3

陣訴訟(大阪高裁)でも、建材メーカーとの間

で和解が成立しました。これら東京高裁と大

阪高裁の連日にわたる多数当事者の勝利和解

成立は、テレビや新聞等でも報道され、世論

に大きなインパクトを与えました。

原告団・弁護団・支援組織は、こうした機

運を逃すことなく、裁判では早期の和解成立

を目指しつつ、裁判外では裁判によらない被

害の早期賠償のための仕組みとして、現行の

給付金制度に建材メーカーも加えた、新たな

基金制度の創設に向けた取り組みを強化した

いと考えています。

また、裁判上でも課題が残されています。

最高裁は、すべての建設作業従事者を救済対

象とするのではなく、屋外で建設作業をして

いた方や改修・解体作業に従事していた方に

ついては、建材メーカーの責任を認めないと

いう誤った判決を下しています。

これにより、同じ“建設作業従事者”であ

るにもかかわらず、“賠償を受けられる被災

者”と“賠償を受けられない被災者”という

不公平な分断が生じてしまっています。

建設アスベスト被害について、隙間のない、

完全なる回復(救済)を実現するためには、最

高裁判決の不当な判断を是正する必要がある

ため、裁判上での取り組みも強化します。

今回の勝利的和解は、これまでの全国の建

設アスベスト訴訟にとって大きな影響をもた

らすものではありますが、残された課題もま

だまだあります。

これらの諸課題の実現のため、原告団・弁

護団・支援は一致団結して取り組んでいく所

存ですが、世論の声も非常に重要ですので、

本稿をご覧の皆さまもぜひご支援とご協力を

よろしくお願い申し上げます。

2018年公害総行動総決起集会にて
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5月15日に、全労協、国交労連、全教、都

教組、日本母親連絡会、建交労、全商連、革

新懇、東京民医連、文京区労協、区職員労組、

北千住法律事務所東部交流会など25か所。

16日に、埼玉労連、革新懇、小中高教組、

さいたまAALA、クラブ生協、民医連、原発関

連組織、全労連、全労協、公害地球懇、化学

兵器被害者ネットワーク、国民救援会群馬、

埼玉民医連、ZENKO、国公労連全労働、老朽

化原発廃炉訴訟、忘れまい3.11反戦原発の会、

新婦人、農民連、フォーラム岐阜の会、伊方

原発止める会、日本キリスト教団東北、共産

党文京区議団など

中央、地方で119団体と個人340名を訪問し

た。個人カンパ(150人から625000円)、団体

(74件1400000円)も合わせて飛躍的に伸び、

合計約250万円も集めることができて印刷費

や交通通信などの活動費に使うことができた。

このなかで実行委員会には宗教者核燃裁判、

安保法制違憲訴訟が参加し、生活保護違憲訴

訟の「いのちの砦裁判とも連携、総がかり実

行委員会の高田健氏にも要請した。

「原発事故は国の責任6・17判決を正せ！」

「司法の劣化許さない」「未来に誇れる判決

を」最高裁法包囲共同行動第二弾(6・16実施)

は、多くの市民・団体組織から1200名の参加で

成功裏に終わった。

昨年のJNEPnews(335号24/7)で報告した「原

発事故は国の責任ヒューマンチェーン」の最高

裁包囲行動第2弾である。今回その報告と合わ

せてジャンプのための第3弾への課題を書きた

い。

この実行委員会は公害総行動実行委員会に

置き、ノーモア原発市民連合・日本環境会議の

寺西俊一、子ども脱被爆裁判の会の水戸喜世子、

原訴連・黙っちゃおれん原告代表の岡本早苗3

氏を共同代表として取り組んだ。

運動を支える基盤を強化するために、実行委

員会事務局(村田弘、岸本紘男他)のもとに、企

画、渉外(伊東達也前代表)、方法、財政のグ

ループ担当を決め、役員の若返りも目指し、ま

た、さよなら原発の集い、憲法集会、メーデー

などに積極的に参加した。団体・組織・個人の

賛同署名を集めるために以下の団体などに要請

オルグを行った。

原発事故は国の責任・最高裁を取り巻くヒューマンチェーン

公害・地球懇常任幹事・共同行動実行委員 吉川方章
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6月15日のプレ企画

シンポジュウム「司法の劣化を許さない」

とデモ・パレードは、ノーモア原発市民連合

の主催・最高裁共同行動2025実行委員会協賛

で、250名定員の明治大学の教室に参加者があ

ふれるほど集まり、講師陣の発言、原告団の

決意、原発被害救済にとどまらず・原発なく

す運動、公害・環境・人権問題と広がる話に

耳を傾けた。この間出版された後藤秀典氏の

「東京電力の変節」「司法の崩壊」、樋口英

明氏の「原発と司法」等の果たした役割が大

きい。 デモは明大から秋葉原方面にいき、

市民にアピールした。

6・16集会の当日

1200人の参加でうれしい悲鳴。予定通りの

進行で2分スピーチ、国会議員挨拶、カンパ要

請等と進んだが、この夏の猛暑の中での長時

間集会だったので、今後は椅子・水補給など

熱中症対策の必要も含め、時間短縮をするな

どの工夫が求められる。

2026年へ向けて

ホップ(第一弾)ステップ(第二弾)の教訓を

生かして 第3弾ジャンプ といきたい。

『崩壊』に向かう司法を『正す』運動を、さ

らに幅広い組織(原発・公害・人権)を結集し

一致点を大事に運動を進めること。

6・17関連4訴訟判決を覆し、最高裁に継

続している国賠9訴訟、仙台高裁津島訴訟で

勝訴するために、如何に国民世論を味方に

するか、法廷闘争から法定外へ多様な闘い

を構築する工夫と努力が必要となる。

「いのちの砦」「アスベスト」などの勝

利和解から何をまなび、運動をどうつくる

か、実行委員会の一層の組織強化 新たな

組織・個人、若い人を加え、みんなで分担

するためにどうしたらよいか、皆さんのご

協力に感謝するとともに、今、さらに知恵

を絞っていかなくてはならない時だ。

原訴連・黙っちゃおれん

原告代表の岡本早苗さん
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活動日誌

7月

2日(水)福島原発被害東京訴訟

第2陣(3・4次訴訟)口頭弁論

20日(日)衆議院議員選挙

8月

27日(水)公害総行動実行委員会

23日(土)～24日(日)ミナマタ現地調査

9月

2日(火)～3日(水)

ノーモア・ミナマタ国会行動

19日(金)

学習会

ＯＴＣ類似薬保険外し問題

講師：中川直人 全日本民医連理事

薬剤師（一社）メディカプラン京都

23日(火)さようなら原発中央集会

今後の日定

9月

26日(金) 18:00 - 20:00

学習会

【閣議決定】放射線管理の責任が

「区域から個人へ」 ～放射線衛生学の

専門家が読み解く、閣議決定の意味～

講 師：木村真三さん（獨協医科大学

先端医科学研究センター 放射線衛生学

研究室 (室長兼福島分室長・准教授）

主催／原発と人権ネットワーク

26日 公害総行動事務局会議

29日(月)ノーモア・ミナマタ東京裁判

30日(火)ノーモア・ミナマタ新潟裁判

オンライン

10月

3日(金)ウェビナー

「先進地域の事例から考える

自然エネルギー100％の未来」

主催：自然エネルギー100％

プラットフォーム (CAN-Japan)

https://www.can-japan.org/events-ja/4147 

20日(金)公害総行動実行委員会


